
長期優良住宅化リフォーム等の促進に向けた既存住宅のリフォームに係る特例措置の拡充（所得税・固定資産税）

既存住宅流通・リフォーム市場の活性化に向けて、耐久性等に優れた良質な住宅ストックの形成を促進するため、長期優良住
宅化リフォームに係る特例措置や省エネ改修の適用要件の合理化などの措置を講じる。

○省エネ改修（所得税）について、適用要件を合理化

※現行の必須要件：「全ての居室の窓全部の断熱改修（全窓要件）」
→住宅全体の省エネ性能（断熱等級４など）を改修により確保した場合を追加

要望の結果

税目 特例措置

所得税
自己資金による場合 最大50万円税額控除

ローンを利用する場合 最大62.5万円税額控除

固定資産税（工事翌年度） 2/3減額

施策の背景

○ 平成28年２月、増改築による長期優良住宅の認定基準を制定

（新築の長期優良住宅については、平成21年６月より認定制度を運用）

○ また、省エネに関する既存住宅の性能評価基準も併せて制定され、省エネ改修による

質の向上を性能評価という手法で判断することが可能に （これまでは工事内容で判断）

⇒ リフォーム税制を拡充し、既存住宅の長期優良住宅化リフォームや省エネ改修を促進

住生活基本計画（平成28年３月閣議決定）

「耐震化リフォームによる耐震性の向上、長期優良住宅化
リフォームによる耐久性等の向上、省エネリフォームに
よる省エネ性の向上と適切な維持管理の促進」

日本再興戦略2016（平成28年６月閣議決定）

「省エネ化や長期優良住宅化リフォームへの支援等を
行い、既存住宅の質の向上を進める」

（例）排水管を更新しやすい位置に移動

（例）小屋裏換気口の設置

➁ 省エネルギー性の確保

➀ 耐震性の確保

➃ 維持管理・更新の容易性の確保

（木造戸建住宅の場合）

➂ 劣化対策

認定を受けるためには、既存税制の対象である①②に
係る工事に加えて、③④に係る工事を行うことが必要。

長期優良住宅（増改築）の主な認定基準
（平成28年２月制定）
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○耐震改修・省エネ改修に加え、耐久性向上改修をリフォーム減税の対象と

することにより、長期優良住宅化リフォーム減税を創設

→耐久性向上改修工事（※）を行って既存住宅の長期優良住宅の認定を

受けた場合、所得税・固定資産税について、以下の措置を講じる

（※）耐久性向上改修工事以外の工事要件は各特例措置によって異なる


